公有財産借受申請に係る提出書類

　公有財産借受申請にあたって、次の書類を提出する必要があります。
【必要となる提出書類】（各１部ずつ）
①公有財産借受申請書（様式１）
②誓約書（様式２）

③福岡県内に本社又は事業所を有することを証する書面（任意の様式）

④県税に未納のないことの証明書（福岡県の県税事務所発行）

⑤消費税及び地方消費税に未納のないことの証明書（税務申告した税務署発行）

⑥法人登記簿謄本及び印鑑登録証明書【原本（３ヶ月以内発行）】

⑦役員等一覧（様式３）

⑧法人概要【最新のもの（パンフレット等）】

※資本金・事務所の規模・主要株主・主要取引先・取引金融機関等わかるもの

⑨定款又は寄付行為の写し

⑩土地利用計画書（任意の様式）

　※事業コンセプト・提供する物品やサービス等の内容及び計画図（建物、工作物

等を含む）を記載したもの
※提出する書類に押印する印鑑は、全て代表者印（印鑑証明印）を使用してください。

受付期間 令和６年２月２日（金）から（午前９時から午後５時まで）
下記担当部署持参又は配達記録郵便など確実に書類が届く方法により提出をお願いします。
【担当部署】

〒８１２－８５７７　福岡市博多区東公園７番７号
福岡県総務部財産活用課公有財産係
福岡県庁（行政棟）西側９階南棟

TEL　０９２－６４３－３０８８

（様式１）
公有財産借受申請書
年　　月　　日　
　福岡県知事　　　　　殿
申請人　　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　
フリガナ　　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　印　
電　　話　　　　　　　　　　　　　　　
生年月日　　　　　　　　　　　　　　　
性　　別　　　　　　　　　　　　　　　
（法人等にあつては、名称及び代表者氏名等を記入）
　下記の公有財産を借り受けたいので、福岡県財務規則（昭和３９年福岡県規則第２３号）第２２３条の規定に基づき関係書類を添えて申請します。
記
１　所在地及び地番　　　筑後市大字山ノ井字扇田７６６番２
２　地目　　　　　　　　宅地
３　数量　　　　　　　　２，７７２．１４㎡
４　借受目的又は用途　　事業用定期借地
５　借受希望期間　　　　令和６年１１月１日から令和３１年１０月３１日
６　申請者（法人又は法人格を有しない団体（この様式において「法人等」という。）にあつては、その役員（法人にあつては法人登記簿に登載されている者をいい、法人格を有しない団体にあつては役員として活動している者をいう。）及び使用人）は、暴力団員ではありません。また、暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者でもありません。
　　なお、これらの確認のため、警察当局へ情報照会を行うことについて承諾します。
７　添付書類
①誓約書
②福岡県内に本社又は事業所を有することを証する書面
③県税に未納のないことの証明書
④消費税及び地方消費税に未納のないことの証明書
⑤法人登記簿謄本及び印鑑登録証明書
⑥役員等一覧
⑦法人概要
⑧定款又は寄付行為の写し
⑨土地利用計画書
（様式２）
誓約書
令和　　年　　月　　日　
　福岡県知事　殿

住所
氏名又は名称
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印
電話番号　　　　　　　　

私は、福岡県が実施する県有地の貸付に係る一般競争入札の参加申込みにあたり、次の事項を誓約します。
１　現在、地方自治法施行令第１６７条の４第１項各号の規定に該当しておりません。
２　過去３年間、地方自治法施行令第１６７条の４第２項第１号から第７号までの規定に該当したことはありません。
３　役員等（個人である場合におけるその者、法人である場合におけるその法人の役員又は当該個人若しくは法人の経営に事実上参画している者をいう。以下同じ。）又は使用人が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団、及び同法第２条第６号に規定する暴力団員ではありません。

　　また、役員等又は使用人が、暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者ではありません。
４　当該物件を暴力団の事務所その他これに類するもの（注）のように供しようとする者ではありません。
５　次のいずれかに該当する者ではありません。

(1) 計画的又は常習的に暴力的不法行為等を行い、又は行うおそれがある組織（以下「暴力的組織」という。）ではありません。

(2) 役員等（個人である場合におけるその者、法人である場合におけるその法人の役員又は当該個人若しくは法人の経営に事実上参画している者をいう。以下同じ。）が、暴力的組織の構成員（構成員とみなされる場合を含む。以下「構成員等」という。）ではありません。

(3) 構成員等であることを知りながら、構成員等を雇用し、又は使用していません。
また、構成員等である事実を知らずに構成員等を雇用又は使用した場合は、当該事実が判明した時点で速やかに解雇等の是正措置を行います。

(4) 暴力的組織又は構成員等であることを知りながら、そのものと下請契約（一次及び二次下請以降全ての下請契約を含む。）又は資材、原材料の購入契約等を締結していません。

　　また、暴力的組織又は構成員等である事実を知らずに、その者と契約を締結した場合は、当該事実が判明した時点で速やかに契約の解除等の是正措置を行います。

(5) 自社、自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって、暴力的組織又は構成員等を利用していません。

(6) 暴力的組織又は構成員等に経済上の利益又は便宜を供与していません。
(7) 役員等又は使用人は、個人の私生活上において、自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって、暴力的組織又は構成員等を利用していません。
(8) 役員等又は使用人は、個人の私生活において、暴力的組織又は構成員等に経済上の利益又は便宜を供与していません。

(9) 役員等又は使用人は、暴力的組織又は構成員等と密接な交際（友人又は知人として、会食、遊技、旅行、スポーツ等を共にするような交遊をすること等）を有していません。

(10) 役員等又は使用人は、暴力的組織又は構成員等と社会的に非難される関係（構成員等を自らが主催するパーティその他の会合に招待する様な関係、又は構成員等が主催するパーティその他の会合に出席するような関係等）を有していません。
６　暴力団及び暴力団員等の依頼を受けて入札に参加しようとするものではありません。
７　入札について、貸付物件、主な賃貸借契約条件、入札説明等すべて承知のうえ、参加しますので、後日これらの事柄について福岡県に対し一切の異議、苦情を申し立てません。
○地方自治法施行令（昭和２２年５月３日政令第１６号）より抜粋
（一般競争入札の参加者の資格）
第１６７条の４ 　普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に次の各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。 
（１）　当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 
（２）　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 
（３）　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 （平成三年法律第七十七号）第三十二条第一項各号に掲げる者 
２　普通地方公共団体は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当すると認められるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争入札に参加させないことができる。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても、また同様とする。 
（１）　契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若しくは数量に関して不正の行為をしたとき。 
（２）　競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合したとき。 
（３）　落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。 
（４）　地方自治法第二百三十四条の二第一項 の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げたとき。 
（５）　正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。 
（６）　契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に虚偽の事実に基づき過大な額で行つたとき。 
（７）　この項（この号を除く。）の規定により一般競争入札に参加できないこととされている者を契約の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。
○暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年５月１５日法律第７７号）より抜粋
（定義）
第２条　この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
２．暴力団
　　その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常習的に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体をいう。
６．暴力団員
　　 暴力団の構成員をいう。
（様式３）
役　員　等　一　覧
（事業者名：　　　　　　　　　　　　　）
	役　職　名
	（フリガナ）
氏　　　　名
	性別
	生年月日

	
	
	
	明・大・昭・平
年　　月　　日

	
	
	
	明・大・昭・平
年　　月　　日

	
	
	
	明・大・昭・平
年　　月　　日

	
	
	
	明・大・昭・平
年　　月　　日

	
	
	
	明・大・昭・平
年　　月　　日

	
	
	
	明・大・昭・平
年　　月　　日

	
	
	
	明・大・昭・平
年　　月　　日

	
	
	
	明・大・昭・平
年　　月　　日

	
	
	
	明・大・昭・平
年　　月　　日

	
	
	
	明・大・昭・平
年　　月　　日

	
	
	
	明・大・昭・平
年　　月　　日

	
	
	
	明・大・昭・平
年　　月　　日

	
	
	
	明・大・昭・平
年　　月　　日


※ 本様式には、法人事業者にあっては法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書）に記載されている役員（監査法人である会計監査人を除く）のうち現在就いている方全員、個人事業者にあっては事業主について記載してください。
※ 収集した個人情報については、公募及びその後の契約に係る業務のみについて使用し、その他の目的には一切使用いたしません。ただし、参加資格確認のため、福岡県警察本部へ情報提供します。
※ 上記枠内に記載し切れない場合、本書式をコピーしてお使いください。
